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■ 本策定委員会の進め方 2

【７月】    第１回委員会
計画概要、本市の現状、改定の方向性 等

【10月】第２回委員会
現行計画の評価結果、次期計画の評価指標と目標値、素案提示

【１２月】第３回委員会
原案の提示

【１月】    パブリックコメント

【２月】    第４回委員会
     最終案の提示

本日



■ はじめに 3

長岡市総合計画（令和８年～令和17年）

土木・都市整備分野の基本方針

都市計画マスタープラン



土木・都市整備分野の基本方針 都市計画マスタープランのアクションプラン

■ はじめに

平成29年3月 当初計画策定
令和５年３月  中間改定

令和８年度 全面改定
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長岡市都市計画マスタープラン 長岡市立地適正化計画
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１ 長岡市立地適正化計画の概要
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（1） 立地適正化計画とは １ 長岡市立地適正化計画の概要 7

⚫ 都市再生特別措置法第81条第1項に基づく「住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画」。

⚫ 人口減少・高齢化の進行において、生活サービスの維持や持続可能なまちづくりを進めることを目的とする。

⚫ 居住誘導、都市機能誘導、公共交通、防災指針などを総合的に位置づけるまちづくりの計画。

立地適正化計画の制度概要

⚫ 計画の対象区域、展望する期間

⚫ 立地適正化計画に関する基本的な方針

⚫ 居住誘導区域及び居住の誘導のための施策に関する事項

⚫ 都市機能誘導区域及び都市機能の誘導のために関する事項

⚫ 誘導施設及び誘導施設の誘導のための施策に関する事項

⚫ 公共交通のあり方

⚫ 都市の防災に関する機能の確保に関する指針（防災指針）

⚫ 防災・減災対策に資する施策

⚫ 目標値及び施策達成状況に関する評価指標

立地適正化計画に定める事項

人口減少下においても、安心して暮らせるまちづくりを推進



（２） 新潟県の立地適正化計画策定状況 １ 長岡市立地適正化計画の概要 8

⚫ 都市計画区域を有する25市町村のうち、19市町村（76％）で策定済み（令和7年度末時点）。

⚫ 全国では、約5割の自治体が立地適正化計画を策定。

立地適正化計画策定状況



（３） 長岡市立地適正化計画の概要 １ 長岡市立地適正化計画の概要 9

⚫ 長岡市都市計画マスタープランを指針とする、まちづくりのアクションプラン。

⚫ 上位計画（県区域マス等）や関連計画（公共交通計画）と整合・連携。

長岡市立地適正化計画の位置づけ

（出典：長岡市都市計画マスタープラン）

長岡市政に関する最上位計

画運営の基本方針を定める

土地利用に関する

最上位計画

土木・都市整備分野（土地利

用・都市施設・空間整備等）

の基本方針

【立地適正化計画】

まちづくり(居住誘導・都市

市機能誘導・公共施設・防災

指針等)のアクションプラン



(見附市)

＜都市計画区域の指定状況＞

（３） 長岡市立地適正化計画の概要 １ 長岡市立地適正化計画の概要 10

⚫ 対象区域

都市計画区域

⚫ 展望する期間

概ね20年後の令和２２年

⚫ 計画期間

平成２９年度から令和8年度の10年間

対象区域及び計画期間

対象区域

長岡都市計画区域

（長岡・中之島・越路・三島・与板地域の一部）

栃尾都市計画区域（栃尾地域の一部）

川口都市計画区域（川口地域の一部）

対象区域外

山古志・小国・和島・寺泊地域



⚫ 診療所、総合スーパーマーケット、ドラッグストア、市役所支所

などの都市機能がある程度まとまって集積し地域の生活を

支える

⚫ これらの施設に地域住民が集まり、快適で利便性の高い暮ら

しを享受できる

⚫ 総合病院、ショッピングセンター、美術館などの広域かつ高度

な都市機能が集積

⚫ 中越地域全体の中枢機能を担う

（３） 長岡市立地適正化計画の概要 １ 長岡市立地適正化計画の概要 11

地域拠点

都心地区 中心市街地・シビックコア地区、千秋が原・古正寺地区

宮内・川崎地区、
中之島・越路・三島・与板・栃尾・川口地域の中心部

信濃川両岸市街地の均衡ある発展を図り、都心地区(川東・川西中心部)と地域拠点(各支所地域等)を円滑に結ぶ

「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現を目指す。

長岡市の目指す将来都市構造

⚫ 立地適正化計画における誘導区域の設定は行わず、長岡市

総合計画や長岡市都市計画マスタープラン等に基づき、人口

減少・高齢化に対応した取組を進める

都市計区域以外の地域拠点 山古志・和島・寺泊地域



（３） 長岡市立地適正化計画の概要 １ 長岡市立地適正化計画の概要 12

区域設定

利便性の良い公共交通があり、都市拠点と連

続していることで、歩いて暮らせる居住環境を

維持していく区域(都市再生特別措置法第81

条第2項第2号における「居住誘導区域」に該

当)

まちなか居住区域(居住誘導区域)

医療・社会福祉・商業等の都市機能を都市拠点

に維持、誘導することにより、効率的なサービ

ス提供を図る区域

都市機能誘導区域

＜区域設定のイメージ＞

公共交通だけでなく、自家用車も活用しながら、郊外のゆとりある良好な居住環境を維持していく区域

※まちなか居住区域以外の住居系用途地域を定めている区域のうち、土地区画整理事業や民間事業者の

宅地整備等により都市基盤が整っている区域

郊外居住区域(長岡市独自設定）



（３） 長岡市立地適正化計画の概要 １ 長岡市立地適正化計画の概要 13

まちなか居住区域 ・ 都市機能誘導区域 ・ 郊外居住区域の設定状況

長岡都市計画区域長岡都市計画区域

栃尾都市計画区域栃尾都市計画区域

川口都市計画区域川口都市計画区域

行政区域面積          ： 89,105.0ｈa
都市計画区域          : 35,121.0ha
市街化区域等          :    5,737.0ha
まちなか居住区域  :    2,740.8ha
都市機能誘導区域  :          532.6ha

三島地域三島地域

与板地域与板地域 中之島地域中之島地域

越路地域越路地域

長岡地域長岡地域

栃尾地域栃尾地域

川口地域川口地域



（人) ＜まちなか居住区域の人口・人口割合・人口密度の推移と推計＞
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（４） 現行計画の目標値の考え方 14

⚫ 当初計画策定時の将来推計（平成25年推計）に基づき目標値を設定。

⚫ 推計値より令和22年の人口割合を５％高く設定。まちなか居住区域の人口割合と人口密度の確保を目指す。

居住誘導の課題

⚫ まちなか居住区域の人口密度の減少に

より、公共サービス水準の低下 目標値等 備考

基準年度 平成22年度 49.2%

中間
評価年度

令和2年度 51.2% 51.8% 達成 H27国調

評価年度 令和7年度 52.5% R2国調

行政区域人口に対する
まちなか居住区域の人口割合

推定値

とりまとめ中
次回提示

目標値等 備考

基準年度 平成22年度 50.75

中間
評価年度

令和2年度 49.5 50.5 達成 H27国調

評価年度 令和7年度 48.74 R2国調

まちなか居住区域の人口密度（人/ha）

推定値

とりまとめ中
次回提示

居住誘導に係る目標値

中間評価 ： 達成 最終評価 ： 達成見込み

まちなか居住区域の

人口増加を目指す

１ 長岡市立地適正化計画の概要

居住誘導に係る目標値



目標値等

基準年度 平成22年度 67機能

67機能 67機能

3機能 0機能

70機能

3機能

とりまとめ中
次回提示

評価年度 令和7年度

立地している誘導施設

維持する誘導施設

新たに誘導する施設

維持する誘導施設

新たに誘導する施設

立地数

未達成
中間

評価年度
令和2年度

誘導施設の立地数

中心市街地・
シビックコア地区

千秋が原・古正
寺地区

宮内
地区

川崎
地区

中之島
地域

越路
地域

三島
地域

与板
地域

栃尾
地域

川口
地域

●

●◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

●◇ ●◇ ●◇ ◇ ●◇ ●◇ ●◇ ●◇ ●◇ ◇

社会
福祉

●

子育て
支援

● ● ●

● ●

● ◇ ● ● ●

● ● ● ● ● ● ◇ ◇ ● ●

金融 ● ● ● ◇ ● ● ● ● ● ●

生涯学習の拠点と
なる施設

● ●

図書館 ● ●

博物館・美術館 ● ●

文化会館・ホール ● ●

生涯学習の拠点と
なる施設

● ● ● ●

図書館 ● ● ● ●

文化会館・ホール ● ● ● ●

健康
増進

● ● ●

●

● ● ● ● ● ● ●

市役所本庁舎

支所・行政サービス窓口

行政

地域型商業施設（総合スー
パーマーケットなど）

近隣型商業施設（食料品店、
ドラッグストアなど）

現金の引出・振込・預入が可
能な金融機関

商業

広域型商業施設（ショッピン
グセンターなど）

種別

広域か
ら
人が集
まる

地域住
民の
ための

教育・
文化

体育館

医療

総合的な医療サービスを受け
られる医療機関（総合病院）

病院

診療所

高齢者及び障害者支援の拠
点となる基幹的施設

子育てに関する相談や活動
等の拠点となる基幹的施設

都心地区 地域拠点

維持・誘導する機能

⚫ 都心地区、地域拠点の特色に合わせた、誘導施設を位置づけ。（8種別19機能に分類）

⚫ 令和２、７年度時点に、新たに３機能ずつの誘導を図り、現在立地している機能の維持を目標とする。

都市機能誘導区域の課題

⚫ 都市機能の老朽化による減少・流出により、人

口流出や都市機能が弱体化する。

各地区・拠点での都市機能の

現状維持と新たな誘導を目指す

都市機能誘導区域に維持・誘導する目標値

中間評価 ： 未達成 最終評価 ： 未達成見込み

（４） 現行計画の目標値の考え方 15１ 長岡市立地適正化計画の概要

都市機能誘導に係る目標値

●誘導施設として維持　　◇新たに機能を誘導



目標値等

基準年度 平成28年度 120本

中間 評価年度 令和2年度 120本 121本 達成

評価年度 令和7年度 120本

実績値

都心地区と各地域拠点間を結ぶバス系統
及びまちなか居住区域内を通過するバス系統

とりまとめ中
次回提示

目標値等

基準年度 平成28年度 22.0%

中間 評価年度 令和2年度
基準年度

以上
38.0% 達成

評価年度 令和7年度
中間評価
年度以上

まちなか居住区域にお住まいの方の
バスに対する満足度

実績値

とりまとめ中
次回提示

⚫ バスの系統数の維持、まちなか居住区域に住む方のバスに対

する満足度を目標値とする。

公共交通の課題

⚫公共交通の利用者が減少す
る中、各拠点間を結ぶ公共
交通ネットワークの維持。

⚫持続可能な公共サービスの
提供のため、利用満足度の
向上が必要。

・バスの系統の維持

・利用者の満足度向上

公共交通の目標値

中間評価 ： 達成 最終評価 ： とりまとめ中

＜バスに対する満足度アンケート結果＞

（４） 現行計画の目標値の考え方 16１ 長岡市立地適正化計画の概要

公共交通に係る目標値 ＜公共交通網と運行本数＞



⚫ まちなか居住区域のうち、安全性が高いエリ

アに居住する人口割合を目標値とする。

⚫ 令和４年度に防災指針を作成したため、今回

は中間評価。

防災・減災対策の課題

⚫ 河川や降雨等による浸水被害発生のリスク

⚫ 避難場所・ルートの確保、避難訓練の強化

⚫ 土砂災害警戒区域に居住が隣接することによる被害リ

スクの増加

⚫ 施設の老朽化による倒壊リスクの増加

浸水リスクのあるエリア外へ誘導、リスクを軽減するハード対策

土砂災害警戒区域外への誘導、倒壊リスクの高い箇所の耐震化

防災・減災対策に係る目標値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 水害（外水）の指標値 ０.７ｍ 

家屋の屋内配線が停電する浸水深（医療機器等の使用困難） 

（地面から床面の高さ０.５ｍ＋コンセントの高さ０.２ｍ） 

※ 床上浸水が始まる浸水深０.５ｍで屋外における移動は困難となる

ため、浸水深０.７ｍ未満を安全な水位として捉えることなく、早期

に避難する必要があります。 

② 水害（内水）の指標値 ０ｍ（浸水なし） 

【その他考慮すべき浸水深】平屋建築物で危険性が高まる浸水深 １.７ｍ 

（地面から床面の高さ０.５ｍ＋安全水位帯１.２ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考｜評価指標の考え方 

1.7m

0.7m

0 m

安全水位帯

準危険水位帯

危険水位帯

床面

床面からの浸水深(m)

1.8m以上

1.8m未満
1.2m以上

1.2m未満

約0.5m

平屋建築物の場合

目標値等

基準年度 令和2年度 44.6%

中間 評価年度 令和7年度 46.5%

評価年度 令和12年度 46.6%

令和17年度 48.8%

令和22年度 48.9%

水害（外水）
中・低頻度の洪水浸水想定において、

浸水深0.7m未満となるエリアの居住人口の割合

とりまとめ中 次回提示

実績値 目標値等

基準年度 令和2年度 96.7%

中間 評価年度 令和7年度 96.9%

評価年度 令和12年度 96.9%

令和17年度 96.9%

令和22年度 97.0%

とりまとめ中 次回提示

水害（内水）
高頻度の内水浸水想定において、

浸水しない（浸水深0m）エリアの居住人口の割合

実績値

防災・減災対策の目標値

中間評価 ： 達成見込み

目標値等

基準年度 令和2年度 99.5%

中間 評価年度 令和7年度 99.5%

評価年度 令和12年度 99.5%

令和17年度 99.5%

令和22年度 99.6%

とりまとめ中 次回提示

地震
地震被害想定による建物全壊率が50%未満であるエリア
及び同エリア外で建て替えられた住宅の居住人口の割合

実績値目標値等

基準年度 令和2年度 99.6%

中間 評価年度 令和7年度 99.6%

評価年度 令和12年度 99.6%

令和17年度 99.6%

令和22年度 99.6%

とりまとめ中 次回提示

土砂災害
土砂災害警戒区域（イエローゾーン）外及び

土砂災害対策が実施された区域の居住人口の割合

実績値

（４） 現行計画の目標値の考え方 17１ 長岡市立地適正化計画の概要



２ 施策の取組状況

18



評価主体

⚫ 長岡市立地適正化計画策定委員会

評価内容

⚫ 施策の実施状況

今回提示

⚫ 目標値の達成状況

第２回策定委員会で提示

評価プロセス

⚫ まちなか居住区域・都市機能誘導

区域等の見直し

⚫ 施策の改善

社会情勢の変化等を踏まえた継続的な計画の見直し・改善を図る

PLAN（事前評価）

・計画策定
・施策の検討

DO（実施段階）

・計画と施策
の実施

ACT（改善）

・計画の改善
・分析・評価を

計画に反映

CHECK（事後評価）

・計画の評価
・達成状況の

分析・評価

⚫ 計画の施策・事業の実施状況を５年ごとに調査・分析し、評価を実施。

⚫ 第１回策定委員会では、施策の実施状況を説明。

（１） 施策の評価について ２ 施策の実施状況 19

施策の評価方法



⚫住宅の建築等に係る届出

     まちなか居住区域外で一定規模以上の住宅を建築・開発する場合に届出

⚫誘導施設の建築等に係る届出

     都市機能誘導区域外で、医療・商業等の誘導施設を立地する場合に届出

⚫誘導施設の休廃止に係る届出

     都市機能誘導区域内の誘導施設を休止・廃止する場合の届出

届出制度

（２） 届出制度 ２ 施策の実施状況 20

立地適正化計画では、居住や都市機能の立地動向を把握し、計画の実効性を確認するための

制度を設けている。



（２） 届出制度 ２ 施策の実施状況 21

住宅の建築等に係る届出

⚫ 制度開始から46件の届出を受理。（H29～R7）

⚫ まちなか居住区域隣接地での立地もあるが、郊外

居住区域（関原・下々条）での立地が比較的多い。

●H29 ●H30 ●R1 ●R2 ●R3 ●R4 ●R5 ●R6 ●R7

－まちなか居住区域 －郊外居住区域

住宅の分布状況（H29～R7）

関原関原

長岡駅長岡駅

越路地域越路地域

三島地域三島地域

下々条下々条

誘導施設の建築等に係る届出

⚫ 制度開始から27件の届出を受理。（H29～R7）

⚫ 届出のうち、ドラッグストアの立地が約４割。

⚫ まちなか居住区域内での立地が多い。

●H29 ●H30 ●R1 ●R2 ●R3 ●R4 ●R5 ●R6 ●R7

－都市機能誘導区域 －まちなか居住区域 －郊外居住区域

誘導施設の分布状況（H29～R7）

長岡駅長岡駅

三島地域三島地域

与板地域与板地域

関原関原

越路地域越路地域

下々条下々条



⚫歩いて暮らせるエリア（都市拠点及びその周辺）への居住誘導

⚫安全性を高める取組等が進められた災害リスクの低いエリアへの居住誘導

⚫公共交通の便利なエリアへの居住誘導

居住誘導の方針

各分野の施策の取組内容

（３） 計画を実現するための施策 ２ 施策の実施状況 22

詳細な取組内容は別紙参照

⚫固定資産税の減免(まちなか居住区域定住促進事業) 次ページで紹介

⚫公設住宅地（市・公社）の分譲促進（チラシ配布・分譲価格の見直し）

⚫空き家バンク等を活用したUIJターン向け住宅の情報提供 等

主な取組

居住誘導



実施状況の紹介

まちなか居住区域内に住宅を購入等した場合、建物の固定資産税を減免

居住誘導 ： まちなか居住区域定住促進事業

⚫ 平成30年４月に開始。令和５年１月に対象区域を拡大し、令和７年度までに292件を認定。

⚫ 年代別では３０代がもっとも多く、次いで４０代が多い。

⚫ 転入前の住所は、市内・中越地域が約６割、県外が約２割。

移住者等への支援

⚫ まちなか居住区域の人口維持につ

ながる

⚫ 生活利便性の高い環境での居住 が

可能

⚫ 居住の集約により、生活サービスの
維持・充実を図られる

移住促進による効果

（３） 計画を実現するための施策 ２ 施策の実施状況 23



⚫都心地区

既存ストックの活用と、中越地域全体の活力とにぎわいの創出を図り、広域かつ高度な都市機

  能の維持・誘導

⚫地域拠点

各地域の中心として、地域を支える都市機能の維持・誘導

⚫共通

日常生活に必要な基礎的な都市機能の維持・誘導

都市機能誘導の方針

⚫住民ニーズに応じた土地利用の規制緩和（みしま中央地区） 次ページで紹介

⚫大手通坂之上町地区市街地再開発事業（ミライエ長岡西館R５オープン 東館R8オープン予定）

⚫栃尾地域交流拠点（トチオーレ）整備事業（R４オープン）

主な取組

（３） 計画を実現するための施策 ２ 施策の実施状況 24

都市機能誘導



都市計画変更による商業施設（ドラッグストア含む）の立地誘導施策

都市機能誘導 ： 住民ニーズに応じた土地利用の規制緩和

⚫ 三島地域は、食料品店やドラッグストアがなく「買い物が不便」という声が多く、地域住民の生

活利便性を高めるため、地区計画変更に関する要望書が地元から提出された。

⚫ 地域の日常生活に必要な店舗を誘導するため、用途地域・地区計画を変更し、床面積3,000㎡

までの店舗が立地できるよう、都市機能の立地に対する用途規制の緩和を実施。

土地利用規制の緩和

⚫ 三島の地域拠点の維持・形成

⚫ 買い物不便の解消

⚫ 地域生活サービス機能の確保

期待される効果

⚫ 「近隣型」商業・業務集積地の維持・充実

日常生活の買い物需要等を踏まえた機能を配置

⚫ 都市機能を集約したコンパクトなまちづくの継続

支所周辺を核としたまちづくりの継続

要望書の内容とまちづくりの方向性が一致

三島地域のまちづくりの方向性

三島支所三島支所

都市計画変更箇所都市計画変更箇所

三島支所三島支所

実施状況の紹介

（３） 計画を実現するための施策 ２ 施策の実施状況 25



長岡地域公共交通計画等と連携・支援・活用することで、多極ﾈｯﾄﾜｰｸ型ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨを推進する

⚫都心地区と各地域拠点間を公共交通で結ぶ

⚫各地域拠点間、各地域拠点と地域内の集落間は、公共交通やコミュニティバスなどで結ぶ

⚫災害時にも拠点機能を補完できる地域間ネットワークを維持する

公共交通の方針

⚫コミュニティバス、デマンド型乗合タクシーの導入（栃尾、川口、山古志、小国、和島、寺泊地域）

⚫交通空白地対策の検討（長岡、中之島地域）

⚫お買い物タクシー社会実験 〈R6-8〉 （宮本地域）

⚫路線バスの全車両にキャッシュレス決済（クレジットカードタッチ）導入 〈R7〉 次ページで紹介

⚫自動運転バスの導入検討開始 〈R8～〉

⚫小学生等を対象としたバスの乗降等が体験できるバスの乗り方教室の開催 等

主な取組

（３） 計画を実現するための施策 ２ 施策の実施状況 26

公共交通



公共交通事業者と連携したキャッシュレス決済の導入

公共交通 ： 新たな公共交通システムの導入検討

⚫ 越後交通㈱は、令和３年３月に中央環状線「くるりん」にて、交通系ICカードの実証実験を開始。

⚫ その後、路線バス全線へのキャッシュレス拡大の検討を進め、令和８年３月に長岡市内の全線

でクレジットカードのタッチ決済が開始。

公共交通の利便性向上

⚫ 小銭の用意が不要

  乗・降車時にカードリーダーにタッチする

  だけで支払い完了

⚫ 複数人支払いが可能
  代表者１人のタッチ決済で、まとめて支

払いが可能

バスの利便性向上

⚫ 事務負担の軽減

  運転手の目視による確認が不要、精算業

  務の負担軽減

事業者の業務改善

実施状況の紹介

（３） 計画を実現するための施策 ２ 施策の実施状況 27



まちなか居住区域内の被害リスクが高いエリアで、リスク回避・軽減を図るための適切なハード・

ソフト対策をあらゆる関係者との連携により展開し、災害に強く安心して住み続けることができ

る環境を確保する

防災・減災対策の方針

防災・減災対策

⚫信濃川大河津分水路の改修（国土交通省）

⚫ １級河川（浄土川、渋海川など）の改修（新潟県）

⚫河川氾濫を想定した下水道施設の耐水化工事

⚫排水ポンプ場の整備 次ページで紹介

⚫避難所の環境整備 等

主な取組

（３） 計画を実現するための施策 ２ 施策の実施状況 28



浸水被害を軽減するための雨水排水ポンプ場の整備

防災・減災 ： 排水ポンプ場の整備

⚫ 近年多発するゲリラ豪雨や大雨による浸水被害の

軽減を図るため、雨水排水ポンプ場の整備を進めて

いる。

⚫ 令和６年度に寿町排水ポンプ場の整備が完了し、現

在は千秋が原ポンプ場の整備に着手。

内水排水対策

⚫ 安定した排水の実現

⚫ 浸水区域の減少

⚫ 人的被害および財産被害の軽減

⚫ 安心して暮らせる生活環境の確保

整備による効果

＜完成した寿町排水ポンプ場＞

実施状況の紹介

（３） 計画を実現するための施策 ２ 施策の実施状況 29



３ 本市の現状と将来見通し

30



実績値(国勢調査） 推計値（R2国勢調査社人研推計）

290,923 293,250 292,887288,457 282,674 275,133

245,260
233,826

221,942
209,566

266,936

＜総人口・３区分別人口の推移＞

年少人口

生産年齢人口

老年人口

291,251

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 31

人口推移と人口推計

⚫ 推計では、令和32年時点で 約２０万人 まで減少する見通し。

⚫ 令和2年と比べ、約26％の人口が減少する。

⚫ 特に「生産年齢人口」、「年少人口」の減少が進むとされる。

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）)

256,456

197,104

長岡市全体



実績値(国勢調査） 推計値（R2国勢調査社人研推計）

191,859

年少人口

生産年齢人口

老年人口

⚫ 推計では、令和32年時点で 約17万人 まで減少する見通し。

⚫ 令和2年と比べ、約13％の人口が減少する。

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）)

166,041

長岡地域（長岡都計）

＜地域別総人口・３区分別人口の推移＞

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 32

183,756



実績値(国勢調査） 推計値（R2国勢調査社人研推計）

10,790

年少人口

生産年齢人口

老年人口

⚫ 推計では、令和32年時点で 約5千人 まで減少する見通し。

⚫ 令和2年と比べ、約5２％の人口が減少する。

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）)

5,169

中之島地域（長岡都計）

＜地域別総人口・３区分別人口の推移＞

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 33

11,499



実績値(国勢調査） 推計値（R2国勢調査社人研推計）

14,430

13,144

年少人口

生産年齢人口

老年人口

⚫ 推計では、令和32年時点で 約６千人 まで減少する見通し。

⚫ 令和2年と比べ、約5３％の人口が減少する。

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）)

6,136

越路地域（長岡都計）

＜地域別総人口・３区分別人口の推移＞

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 34



実績値(国勢調査） 推計値（R2国勢調査社人研推計）

6,888 6,738

年少人口

生産年齢人口

老年人口

⚫ 推計では、令和32年時点で 約3千人 まで減少する見通し。

⚫ 令和2年と比べ、約52％の人口が減少する。

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）)

3,222

三島地域（長岡都計）

＜地域別総人口・３区分別人口の推移＞

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 35



実績値(国勢調査） 推計値（R2国勢調査社人研推計）

7,561

5,957

年少人口

生産年齢人口

老年人口

⚫ 推計では、令和32年時点で 約2千人 まで減少する見通し。

⚫ 令和2年と比べ、約62％の人口が減少する。

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）)

2,249

与板地域（長岡都計）

＜地域別総人口・３区分別人口の推移＞

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 36



実績値(国勢調査） 推計値（R2国勢調査社人研推計）29,692

16,440

年少人口

生産年齢人口

老年人口

⚫ 推計では、令和32年時点で 約6千人 まで減少する見通し。

⚫ 令和2年と比べ、約65％の人口が減少する。

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）)

5,690

栃尾地域（栃尾都計）

＜地域別総人口・３区分別人口の推移＞

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 37



実績値(国勢調査） 推計値（R2国勢調査社人研推計）

6,482

4,087

年少人口

生産年齢人口

老年人口

⚫ 推計では、令和32年時点で 約1.6千人 まで減少する見通し。

⚫ 令和2年と比べ、約59％の人口が減少する。

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）)

1,654

川口地域（川口都計）

＜地域別総人口・３区分別人口の推移＞

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 38



人口分布の推移

⚫ 長岡地域の中心市街地では、令和３２年も人口集中地区並みの人口密度（40人/ha）を概ね維持

する見込み。

⚫ 中之島、越路、三島、与板地域では、中心部を除き人口が減少する見込み。

令和２年

三島地域三島地域

与板地域与板地域
中之島地域中之島地域

越路地域越路地域

長岡地域長岡地域

令和32年

三島地域三島地域

与板地域与板地域
中之島地域中之島地域

越路地域越路地域

長岡地域長岡地域

(出典：国勢調査（総務省）、国土数値情報500ｍメッシュ別将来推計人口）

長岡都市計画区域

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 39



令和32年

川口地域川口地域

令和２年

川口地域川口地域

⚫ 栃尾地域の中心部では、令

和３２年に人口密度20人

/haが消滅し、人口が減少

する見込み。

(出典：国勢調査（総務省）、国土数値情報500ｍメッシュ別将来推計人口）

栃尾都市計画区域

令和２年

栃尾地域栃尾地域

令和32年

栃尾地域栃尾地域

川口都市計画区域

⚫ 川口地域は、中心部を除き、

人口が減少する見込み。

(出典：国勢調査（総務省）、国土数値情報500ｍメッシュ別将来推計人口）
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＜越後交通㈱バス運転手＞

(提供：越後交通㈱）

公共交通

⚫ バス利用者数の減少が進行。

⚫ また、運転手不足が深刻化しており、背景

には2024年問題等による労働環境の変化も

影響し、運行本数が減便。

⚫ このような傾向は全国的に見られ、公共交

通の維持には、運転手不足の解消が課題と

なっている。

(出典：長岡市統計年鑑、提供：越後交通㈱）

<市内のバスの利用者数＞

約31％減

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 41

<長岡駅発着路線バス運行本数＞

H29～R3参考値（市独自集計）

(提供：越後交通㈱）



空き家

⚫ 令和７年度実施の空き家実態調査では、空き家は市内全体で２,９６６件、前回調査から約１.３倍に増加。

⚫ 令和８年４月に財務省が示した将来推計では、今後空き家率は急激に上昇する見通し。

本市の現状と将来見通し ３ 本市の現状と将来見通し 42

＜R７空き家実態調査（R2調査比）＞

(出典：R7空き家実態調査)

2,143 
2,300 

2,966 

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2020 20252015

約1.1倍

約1.3倍

＜空き家数の推移＞

(出典：R7空き家実態調査)

（件）



財政

⚫ 歳入･歳出は今後も減少が見込まれるが、第２期行財政運営プランに基づき持続可能な財政運営に取り組む。

⚫ まちなか居住区域の地価公示価格は、中心市街地地区は減少傾向。千秋が原･古正寺地区は概ね横ばいで推移。

（円/m2）

59,520

57,240

55,360 54,720 54,520 54,320 54,220 54,240 54,340

65,769

62,881

60,835

59,300
58,235

57,424 56,818
56,176 55,706

50,000

55,000

60,000

65,000

H21 H23 H25 H27 H29 R1 R3 R5 R7

千秋が原・古正寺地区住宅地 中心市街地・シビックコア地区住宅地

（出典：不動産情報ライブラリー（国土交通省）を基に作成）

<まちなか居住区域（住宅地）の地価公示価格＞

（円/m2）

60,484 60,224 60,344 60,628 60,968

155,114

143,157

122,925120,229

109,178
102,960 99,410 95,770

90,791

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H21 H23 H25 H27 H29 R1 R3 R5 R7

千秋が原・古正寺地区商業地 中心市街地・シビックコア地区商業地

<まちなか居住区域（商業地）の地価公示価格＞

（出典：不動産情報ライブラリー（国土交通省）を基に作成）
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千秋が原地区 ： 横ばい千秋が原地区 ： 横ばい

1.489.5億円

1.378.9億円

1.338.9億円

1.311.6億円

1.284.4億円

1.552.0億円

1.416.6億円

1.370.6億円

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4 R6 R8 R10 R12
民生費 土木費 総務費 公債費 商工費 教育費 衛生費 その他 推計値

約8％減

1,414億円1,414億円
1,408億円1,408億円

1,404億円1,404億円

歳出総額（億円）

行財政運営プランによる
改善効果を見込んだ推計値
行財政運営プランによる
改善効果を見込んだ推計値

<歳出款別決算額の推移＞

（出典：長岡市の財政及び第２期持続可能な行財政運営プラン（長岡市）を基に作成）

1,579.7億円

1,438.6億円

1,374.7億円

1,334.4億円

1,301.0億円

1,608.0億円

1,487.7億円

1,430.9億円

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4 R6 R8 R10 R12
市税 諸収入 地方交付税 国庫支出金 市債 県支出金 繰越金 その他 推計値

約9％減

行財政運営プランによる推計値
（●●財政調整基金含む）

行財政運営プランによる推計値
( 財政調整基金含む）

歳入総額（億円）

<歳入款別決算額の推移＞

（出典：長岡市の財政及び第２期持続可能な行財政運営プラン（長岡市）を基に作成）

1,414億円1,414億円
1,408億円1,408億円

1,404億円1,404億円



４ 近年の国の動向
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（１） 立地適正化計画の実効性強化（立適＋） ４ 近年の国の動向 45

⚫ 立地適正化計画の策定市町村は順調に増加

⚫ 一方で、

「必要性が高いのに未策定の市町村が存在」

「評価・見直しを実施していない市町村が多い」

「評価方法が市町村ごとに異なり、比較・検証が困難」 等

立地適正化計画策定の普及は進んでいる一方、

十分な効果が発揮できていない

市町村による適切な見直し(まちづくりの健康診断）を前提とした計画とし、

「評価」 ・ 「課題把握」 ・ 「見直し」 ・ 「改善」を繰り返すことで実効性をプラス

立地適正化計画は 『 立適＋（プラス） 』  へ

背 景



⚫ 計画見直しの推進を狙い、まちづくりの健康診断を令和７年度に制度化。

⚫ 効果や課題を客観的に整理・見える化し、今後の方向性や計画見直しにつなげる。

⚫ 健康診断では、全国共通の指標を用いて各自治体が計画を振り返る材料のひとつとする。
評価用レポート : 新潟県長岡市

自治体選択欄：

基礎情報

■立地適正化計画 ■立地適正化計画作成・変更年月 1707 2303 ■市町村都市計画マスタープラン最終更新年月日 ■都市計画区域マスタープラン最終更新年月日

■GISデータ 居住誘導区域shp ■防災指針作成・変更年月 2303 －

都市機能誘導区域shp ■地域公共交通計画の有無 有

■居住誘導区域の目標人口

■最新人口・面積データ ■将来人口 目標年次 近い年次を選択→

行政区域 266,936 人 100.0% 2025 居住誘導区域の目標人口

都市計画区域 229,700 人 39.4% 2030

市街化区域 169,700 人 5.4% 2035 ■将来人口と目標人口の関係性

用途地域 168,556 人 6.0% 2040 居住誘導区域人口（2020年）

(除く、工業、工専) 162,842 人 5.3% 2045 居住誘導区域将来人口（目標年次）

居住誘導区域 126,486 人 3.1% 居住誘導区域外将来人口（目標年次）

都市機能誘導区域 21,975 人 0.6%

必要誘導人口（目標人口－居住誘導区域将来人口）

■届出件数 居住誘導区域内の人口減少に対する、必要誘導人口の割合

居住誘導区域に関する届出件数（都市再生特別措置法第８８条第１項） 3 件 居住誘導区域外の将来人口に対する、必要誘導人口の割合

都市機能誘導区域に関する誘導施設の届出件数（都市再生特別措置法第１０８条第１項） 0 件 転入超過数5年平均（国内）

都市機能誘導区域に関する誘導施設休廃止の届出件数（都市再生特別措置法第１０８条の二第１項） 1 件 転入超過数5年平均（国内＋国外）

直接指標 間接指標

居住誘導 都市機能誘導 公共交通 防災
居住誘導区域内人口割合 都市機能誘導区域内誘導施設割合

2015 2020 設定年 最新年 公共交通沿線人口割合 災害リスク高エリア人口割合

46.1% ➡ 47.4% 36% ➡ 33% -3.3%

126,778 人 126,486 人 202 184 ➡ 2020

275,133 人 266,936 人 563 565 ➡ 26.9%

(補足指標)一定の都市機能の都市機能誘導区域内割合 ➡ 0.4%

2015 2020 土地利用
(補足指標)過去トレンドとの比較 ①全体 20.4% ➡ 19.7% -0.7% ➡ 38.0%

②行政+文化交流 39.5% ➡ 35.7% -3.8% 居住誘導区域内外建物新築傾向（2016→2023）

2010 ③教育+子育て 14.8% ➡ 17.1% +2.3% ➡ －

44.0% ④介護福祉+医療 19.0% ➡ 17.9% -1.2%

124,409 人 ⑤商業 31.9% ➡ 31.3% -0.7%

282,674 人

(補足指標)一定の都市機能の居住誘導区域内割合

2015 2020 財政
①全体 52.8% ➡ 52.1% -0.8%

(補足指標)居住誘導区域内人口密度 ②行政+文化交流 58.1% ➡ 57.1% -1.0% 地価固定資産税収(土地)の変化 一人当たり歳出額の変化(参考)

2015 2020 ③教育+子育て 48.7% ➡ 50.5% +1.8% 2015-2020 2012-2017 2017-2022

46.3人/ha ➡ 46.2人/ha ④介護福祉+医療 51.7% ➡ 51.1% -0.7% ➡ ➡ 2.4%

⑤商業 70.2% ➡ 62.5% -7.7%

長岡市

作成済

提出済 2103 川口 非線引き 1703

提出済 長岡 線引き 230616

栃尾 非線引き 170324

2040 年 － － －

100.0% 891.1 km² 256,456 人 133,593 人 － － －

－

63.6% 48.6 km² 233,826 人

63.1% 53.7 km² 221,942 人

86.1% 351.2 km² 245,260 人 － －

-692 人

126,486 人

61.0% 46.8 km² 209,566 人 108,248 人

47.4% 27.4 km² 113,694 人

8.2% 5.3 km²

25,345 人

139.0%

22.3%

-442 人

+1.3% 2015 2020

75.4% 75.9% +0.4% 2015

洪水計画規模

0.5m以上

26.4% +0.5%

洪水計画規模

3.0m以上

0.4% +0.0%

37.7% +0.3%

区域内 区域外 差 津波想定最大

2.0m以上

－ －

6.3%

-0.1人/㏊ -7.0% -3.4% +3.6%

洪水想定最大

3.0m以上

-0.5% +3.0%

6.7% -0.3%

2010-2015

2010 2015 2020

居住誘導区域内人口

居住誘導区域外人口
目標人口

0

50

100

150

200

250

300

千

2020年の居住誘導区域内人口

目標年の将来居住誘導区域内人口（社人研推計）

目標年の行政区域人口

2020 目標年

区域内目標人口により社人研推計に基づいて

想定される人口構成
人口構成

算出した人口構成

人口

（千人）

まちづくりの健康診断
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立地適正化計画に特定業務施設等（オフィス・起業支援施設・集客施設等）を位置づけ、拠点への機

能集約により、地域の活性化を図る。

⚫ 人口減少・若者流出 ： 地方都市の生活サービス維持の困難

⚫ 民間投資の停滞          ： まちの魅力・稼ぐ力の低下

地域に投資を呼び込む「令和の都市リノベーション」が必要

都市機能の集積・連携

地域資源を活かしたまちづくり

官民連携による都市経営

都市の安全・防災の強化

歴史・文化・景観の活用、既存ストックのリノベーションにより、都市の魅力向上を図る。

民間事業者等の公共貢献を活かしたまちづくりを促進する。

立地適正化計画において、居住誘導区域から災害危険区域の除外 ・ 業務施設等の利用者の安全確

保を位置づけ、安全な立地誘導を図る。

法改正の背景

法改正の概要

（２） 都市再生特別措置法の一部改正 ４ 近年の国の動向 47



５ 改定の方向性

48



（１） 改定の方向性 ５ 改定の方向性 49

（基本方針）

⚫ 人口減少・高齢化の進行や都市構造の変化（人口分布・都市機能の立地・公共交通）に対応したまちづくり

⚫ 居住および都市機能の集約を図り、持続可能なまちづくり（「まちなか居住区域」と「都市機能誘導区域」）

⚫ 「前提としている社会条件（人口減少・高齢化の進行）は大きく変化していないこと」

⚫ 「中長期的に都市構造の転換を図るゆるやかな誘導施策であること」 から、

現在の基本方針は継続し、実効性を高める取り組みを推進する。

継 続基本的な考え方

改定の視点

⚫ 国の動向（ 『立適+』 ）や指標の評価、施策の振り返りなどから計画を見直すことで、コン

パクトなまちづくりを推進する。

⚫ 人口減少・高齢化の進行、地域の生活水準や公共交通の維持、空き家対策など、本市を取

り巻く社会情勢の変化を踏まえ、指標や目標値の再設定、施策の追加などにより、実効性

を高める。

実効性を高める



１ 立地適正化計画の概要

２ 長岡市の現状と将来見通し

３ 都市づくりの基本方針

４ 居住誘導の考え方

５ 都市機能誘導の考え方

６ まちなか居住区域及び都市機能誘導区域

７ 防災指針

８ 目標値の設定と施策達成状況の評価方法

９ 計画を実現するための施策等

⚫ 都市機能誘導の評価・追加
（立適＋、起業支援施設など）

計画の目次構成 主な改定部分

⚫ 都市機能誘導区域の見直し

⚫ 防災指針の見直し
（起業支援施設等の追加による）

⚫ 指標の評価

⚫ 指標の再設定（見直し・追加）

⚫ 施策の進捗確認

⚫ 施策の見直し・追加
※第２回策定委員会にて提示

（２） 見直し内容 ５ 改定の方向性 50



概ね２０年後の令和２７年

令和９年度～令和１８年度 （ 防災指針：令和３年度から令和１８年度に延長 ）

① 展望期間

② 計画期間

（２） 見直し内容 ５ 改定の方向性 51



【現行計画】

⚫ 都市機能誘導区域において、医療、福祉、商業等の日常生活を

支える都市機能の維持・誘導を図る。

⚫ 誘導施設は、各拠点の特性に応じて設定。（８種別19機能）

【今回の見直し】

⚫ 都市再生特別措置法の一部改正により、オフィスや起業支援施設

などの「特定業務施設等」を都市機能誘導施設として位置づける。

⚫ 本市においても、起業活動や雇用の場となる業務施設を誘導

 し、都市の活力やにぎわいの創出を図る。

【位置づける地区】

「中心市街地・シビックコア地区」、「千秋が原・古正寺地区」

（２） 見直し内容 ５ 改定の方向性 52

(出典：国土交通省)

＜特定業務施設等の例＞ □ 位置づけ予定の施設

③ 都市機能誘導施設の追加（第５章）



(出典：国土交通省)

位置づける具体的な施設は、第２回策定委員会で提示

（２） 見直し内容 ５ 改定の方向性 53



川崎地区川崎地区

三島地域三島地域

与板地域与板地域
中之島地域中之島地域

越路地域越路地域

中心市街地
・シビックコア地区

中心市街地
・シビックコア地区

千秋が原
・古正寺地区

千秋が原
・古正寺地区

宮内地区宮内地区

長岡都市計画区域

都心地区の

千秋が原・古正寺地区の区域を見直し

（２） 見直し内容 ５ 改定の方向性 54

④ 都市機能誘導区域の見直し（第6章）



詳細な区域は第２回策定委員会で提示

■ 千秋が原・古正寺地区の拡大

長岡赤十字病院長岡赤十字病院

リバーサイド千秋リバーサイド千秋

ハイブ長岡ハイブ長岡

長岡リリックホール長岡リリックホール

新潟県立近代美術館新潟県立近代美術館

８

351

イオン長岡店イオン長岡店

長岡市営陸上競技場長岡市営陸上競技場

【地区の概要】

【見直し内容】

「長岡市営陸上競技場」を新たな都市機能として位置付け、

当該施設を含む区域を都市機能誘導区域に追加する。

【見直しの考え方】

追加区域追加区域

・  長岡駅から西側に約３ｋｍに位置し、国道８号などの主要幹

線道路に囲まれた交通利便性が高い地区。

・ 商業、医療、文化施設等の都市機能が集積する主要な拠点。

・  長岡市営陸上競技場は、広域からの来訪が見込まれる交流・

スポーツ拠点。

 ・ 交通利便性が高く、アクセスしやすい立地。

・ 既存の都市機能誘導区域と隣接し、一体的な拠点形成が

   可能。
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【現行計画】

⚫ 居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる指針を

位置づけ。

⚫ 災害リスクを踏まえた安全・安心な生活環境の確保を

図り、ハード・ソフト両面の防災・減災対策を実施。

【今回の見直し】

⚫ 都市再生特別措置法の一部改正により、特定業務施

設等の立地を踏まえ、居住者に加え来街者（都市機

能利用者）にも対応した記載を行う。

記載内容については第２回策定委員会で提示

(出典：国土交通省)
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⑤ 防災指針の見直し（第７章）



分野 現行の評価指標 見直しの考え方 対応

居住誘導

行政区域人口に対するまちなか居住区域の人口割合

継続的に把握 継続

まちなか居住区域の人口密度

都市機能

誘導

【誘導施設の立地数】

維持する誘導施設、新たに誘導する施設
継続的に把握 継続

公共交通
【バス系統数】

「都心地区と各地域拠点を結ぶバス系統」及び

 「まちなか居住区域内を通過するバス系統」 地域公共交通計画の改定を踏まえ、今後

の施策展開とあわせて、評価指標の見直

しを含めた検討を行う。

検

討

中【バスに対する満足度】

   まちなか居住区域にお住まいの方のバスに対する

   満足度

防災・減

災対策
安全性が高いエリアに居住する人口の割合 中間評価のため、評価の継続性を重視 継続
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⑥ 評価指標の見直し（第8章）



公共交通指標の事例（人口規模等が類似の自治体）

自
治
体

秋田県秋田市

（約31万人）

福井県福井市

（約26万人）

長崎県佐世保市

（約24万人）

神奈川県小田原市

（約19万人）

評

価

指

標

路線バス・コミュニティバス

の利用率

通勤・通学における公共

交通の分担率（15歳以上）

通勤・通学における

公共交通の分担率

公共交通等（鉄道・バス

・自転車・歩行者）の交通分

担率

(年間バス輸送人員

÷365÷総人口）

（調査方法不明） （国勢調査） （パーソントリップ調査）

鉄道の利用率

－

地域拠点が鉄道又はバ

スで結ばれている割合

居住誘導区域における

公共交通徒歩圏内の

人口カバー率

(市内全鉄道駅の１日の

乗車人員÷総人口）

（すべての地域拠点が結ばれ

ている状況を100%とする）

（居住誘導区域公共交通

徒歩圏内の人口÷全市人口）

人口規模等が類似の自治体においては、「公共交通分担率」を評価指標に掲げている。

全国的には、「公共交通徒歩圏内の人口カバー率」を評価指標に掲げている自治体が多い。

公共交通に係る評価指標は第２回策定委員会で提示
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■ 新たな評価指標の追加（財政）

人口減少が進む中、居住や施設の分布などの都市構造のあり方が、将来の財政負担に影響を与

えることが想定される。

立地適正化計画においても、財政の観点から評価する指標を設定する。

都市機能誘導区域内の代表地点における地価変動率の上昇率の増加・下降率の低減を目指す

事例① 地価公示価格の変動率（上越市）

事例② 地価公示価格（東京都町田市）

日常を支える都市機能の維持・充実を図るため、居住誘導区域内においてインフラ整備等を実

施し、による住環境を整え地価として維持する

事例③ 公共建築物の総延床面積（兵庫県三木市）

公共建築物の将来更新等費用の不足額を解消するため、公共施設の再編・複合化による施設の

延床面積の縮減を図る

財政に係る評価指標は第２回策定委員会で提示
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6 スケジュール

60



スケジュール ６ スケジュール 61

日付 主な内容

R8.7.21

【第１回策定委員会】
・長岡市立地適正化計画の概要
・施策の実施状況
・本市の現状と将来見通し
・近年の国の動向
・改定の方向性
・スケジュール

R8.10中旬

【第２回策定委員会】
・第１回委員会意見への対応状況
・現行計画の評価結果
・評価指標について（公共交通・財政）
・特定業務施設の位置づけ
・素案の提示

R8.12中旬
【第３回策定委員会】
・第２回委員会意見への対応状況
・原案の提示

R９.１ 議員協議会、パブリックコメント

R9.2中旬
【第４回策定委員会】
・最終案の提示（パブリックコメント反映）

R9.3中旬 長岡市都市計画審議会 意見照会

R9.3末 策定・公表
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